
滋賀県 琵琶湖環境部 温暖化対策課

「しが発低炭素ブランド2018」と
滋賀県の進める「低炭素社会づくり」
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このことを事業活動に当てはめると・・・

「温室効果ガスの排出削減」と「経済・社会の持続的な発展」とが両立している社会

（条例第２条） → 『環境・社会・経済』の統合的向上。

○低炭素社会とは

◎ 単に温室効果ガスの排出を削減することが条例の目的

ではなく、経済・社会の発展と環境の保全が調和した

「持続可能な社会づくり」を進めるのが目的。

◎ その結果として、地球温暖化の防止にも貢献するもの。

他者の削減に貢献する取組自社の削減取組

＋ ＝
事業活動の

低炭素社会へ
の貢献

節電・省エネなど
省エネ・創エネ製品の製造

／サービスの提供など

滋賀県が進める「低炭素社会づくり」

今世紀後半に温室効果ガスの人為的
排出と吸収の均衡が達成された社会(脱
炭素社会)を目指し、2030年度の「低
炭素社会の実現」に向けて取り組む。
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・「低炭素社会づくり」には、節電や省エネ行動の広がりは勿論のこと、

それらの取組を支える省エネ、創エネ製品の開発、環境配慮型サービス

の広がりが不可欠。

・「しが発低炭素ブランド」は、社会に広く普及することで、大きなＣＯ２削減

効果が得られる、製品やサービス等を認定する制度として、2018年より

スタート。

・本制度により、将来の低炭素社会を支える、製品・サービスの開発や

普及を期待。

“滋賀県発低炭素社会行き”「しが発低炭素ブランド」

しが発低炭素ブランド２０１８の認定

・2018年４月～６月まで公募を行い、応募書に基づき、以下の評価

項目について、有識者アドバイザー意見を踏まえ、県審査会にて決定。

＜有識者アドバイザー＞
・学識経験者
・経済界推薦者
・環境協会推薦者
・消費者団体推薦者

＜審査委員＞
・環境部局、エネルギー部局、

商工労働部局職員

＜評価項目＞
① 削減効果

（貢献量の大きさ・算定過程の妥当性）
② 低炭素社会づくりの推進にかかる

社内体制
③ 先進性
④ 汎用性・波及性
⑤ 国際展開の有無 認定式（2018年８月）滋賀県公館

制度趣旨

ロゴマークコンセプト
『滋賀から低炭素社会の花を咲かせよう』



地球温暖化対策推進 国民運動「COOL CHOICE」(賢い選択)

・2016年5月、温暖化対策に関する国民一人一人の自発的な行動を促し、普及啓発を強化するとい

う国の方針を明示した「地球温暖化対策の推進に関する法律改正案」が成立。

・低炭素型の製品、サービス等への「COOL CHOCE」を促すため、環境大臣をチーム長とする推進

チームが発足（構成員：経済界、地方公共団体、消費者団体、メディア、ＮＰＯ、関係省庁等）。

滋賀県からも「しが発低炭素ブランド」のＰＲ等を通じて

低炭素型製品・サービスへの「ＣＯＯＬ ＣＨＩＣＥ」を推進。

出典：上図およびキャラクターは環境省ＨＰより。
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認定式：2018.8.21 滋賀県公館

◎ 太陽光照明システム・スカイライトチューブ
＜株式会社井之商（大津市）＞

◎ 無駄開き抑制自動ドアセンサー「eスムースセンサー」
＜オプテックス株式会社（大津市）＞

◎ ナチュラルチラー（吸収冷温水機）「エフィシオＮＺ型」
＜川重冷熱工業株式会社（草津市）＞

◎ ＬＥＤ照明用プリント基板
＜シライ電子工業株式会社（野洲市）＞

◎ 木質加熱アスファルト舗装「ハーモニーロードウッド」
＜田中建材株式会社（高島市）＞

（企業名の五十音順）

しが発低炭素ブランド２０１８

認定製品一覧

今後のＰＲ

○ びわ湖ビジネスメッセ２０１８でのご紹介（ブース出展、出展者プレゼンテーション）

○ しが発低炭素ブランドガイドブックでのご紹介【12月頃】

○ エコプロ展（東京ビックサイト）滋賀県ブースでのご紹介【１２月６日（木）～８日（土）】

＜認定式 三日月知事コメント＞
・今年の夏は特に暑く、地球温暖化や気候変動を身近

に感じる日が多かった。
・本日認定するブランドは、モノづくりを通じてＣＯ２

削減にも貢献する、低炭素社会づくりに向け各社の
技術が駆使された、選りすぐりの製品。

と評価。



6

住宅用 工場・事業場用

『太陽光照明システム・スカイライトチューブ』は、自然の光を最大限に活用し、電気エネルギーを一切使わない
照明システム。

太陽光を効率良く採り込み、導き、室内へ拡げることにより、夏場の日照条件の良い日では、従来の水銀灯・蛍光
灯・ＬＥＤと同等の照度を確保。

太陽光の気持ちよさはそのままに、有害な紫外線を極力カット。熱の持ち込みも抑え、冷暖房費の削減にも寄与。
電気代の削減に加え、停電等災害発生時の対策としても期待できる、『太陽光照明システム・スカイライトチュー

ブ』が、照明ゼロエネルギー時代を拓きます。

本社／大津市平津1丁目22番14号
TEL／０１２０－０１３２－８６
http://www.skylighttube.co.jp

株式会社井之商

スカイライトチューブ 検索
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本社／大津市雄琴５－８－１２
TEL／０７７－５７９－８７００
ＵＲＬ http://www.optex.co.jp

オプテックス株式会社

『eスムースセンサー』は、センサーと画像技術を組み合わせ、人の歩く速度や進む方向を読み取り、最適なタイ
ミングで自動ドアを開閉する業界初の自動ドアセンサー。

歩行速度が速い人には通常より早く、歩行速度が遅い人には通常より遅くドアを開閉させるため、快適で安全な
通行をサポート。

また、通行者が進む方向を読み取ることで、ドアの前を横切るだけの通行者ではドアを開かせぬよう制御、この
ドア無駄開きの削減により省エネを実現。

従来製品と比較し、無駄開きを約30%抑制、消費電力量・CO2排出量（*）を約30%削減。
（*低減できる空気進入ロスのエネルギー量からの算定値）

製品外観

快適・安全 省エネ

スマホアプリで
省エネ効果を「見える化」
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＜設置事例＞
滋賀県首都圏情報発信拠点
「ここ滋賀」正面入口自動ドア

※ イメージ図の提供：オプテックス株式会社
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本店／滋賀県草津市青地町1000番地
TEL／077-563-1111（代）
https://www.khi.co.jp/corp/kte/

ナチュラルチラーは、オゾン層を破壊し、地球温暖化の原因にもなる「フロン」を全く使用せず、自然冷媒である
「水」を活用した空調システム。

「エフィシオＮＺ型」は、機器本体の高効率化、省エネ性向上による消費エネルギーコスト削減のみならず、付帯
設備を含めたシステムの効率を向上させる省エネ制御機能を充実し、機器本体の運転盤に搭載。

業界最高水準のナチュラルチラーとして、工場や事業所等の冷房効率を向上させ、CO2排出の削減に大きく貢献。

<算出条件＞
■吸収冷温水機容量：739kW(210RT)
■用途：ホテル（負荷パターンは空気調和・衛生工学会調べ、冷房時間7,428hr/年）
■冷却水入口温度条件：従来機はJIS基準による、NZ型は外気温度変動型による。
■ CO₂排出係数：13Aガス・・・2.29kg・CO₂kg /㎥N（東京ガス殿データ）

電力・・・0.69kg・CO₂kg /kWh(マージナル係数：火力電源係数）
■従来機は冷水温度差5℃、NZ型は冷水大温度差仕様（温度差8℃）で冷水ポンプを選定
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LED発光前

LED発光中

本社／京都市右京区梅津南広町４６－２
TEL／０７５－８６１－８１００（代）
ＵＲＬ／http://www.shiraidenshi.co.jp

シライ電子工業株式会社

シライ電子工業株式会社のプリント基板は、省エネ家電や次世代自動車をはじめとする、カーエレクトロニク
ス、ホームアプライアンス、通信機器など、あらゆる電化製品をコントロールする心臓部の部品として幅広く活
用され「低炭素社会づくり」を支えている。

消費電力が少なく、エネルギー削減効果の高いＬＥＤ照明にはプリント基板が不可欠。社会全体のCO2削減に
大きく貢献。

家庭や企業、商店街、大規模商業施設だけでなく、信号機や非常口誘導灯など幅広い用途でプリント基板を搭
載したＬＥＤが使用されることで、大きな削減効果を生むことを期待。
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本社／高島市今津町今津１６７７－１４
TEL／０７４０－２２－０２１７
ＵＲＬ／http://www.tanakakenzai.co.jp

田中建材株式会社

「ハーモニーロードウード」は地域で発生した廃棄材などを由来とした木質チップを有効活用した舗装材料に
よる加熱アスファルト舗装。適度な弾力性衝撃吸収によりジョギングやバリアフリーに最適。

採石砂利を用いた舗装と比較して施工時に使用するエネルギーを削減するとともに、断熱性能の優れた循環型
材料としてヒートアイランドの低減、廃棄材のリサイクルを通じた環境保全にも貢献。
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世界から見た日本の二酸化炭素排出量

出典：EDMC「エネルギー・経済統計要覧」

・日本の二酸化炭素排出量は、世界の約６％ （うち、滋賀県は日本の排出量の約１％）

・ＣＯ２削減に貢献するモノづくりを通じて、県域のみならず世界の排出量削減に貢献していくこ

とが必要 （ ⇒ 経済・社会・環境の持続可能性の向上）
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『しが発低炭素ブランド2019』の募集（予定）

製品・技術
滋賀県内で製造や開発等がされており、他者の温室効果ガス削減に貢献

すると認められる先進的な製品や技術。

サービス等
滋賀県内で企画や提供等がされており、他者の温室効果ガス削減に貢献

すると認められる先進的なサービス等。

１ 滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例に基づく、事業者行動計画書

・報告書を提出した事業所（提出義務者・任意提出者とも可。）。

２ 上記の計画書制度の『事業活動を通じた他者の温室効果ガス排出削減によ

り低炭素社会づくりに貢献する取組』（計画書第４面、報告書第２面）にお

いて『貢献量評価』の記載をしていること。

認定の対象

応募の要件

募集の方法

公募（自薦）による。（募集期間：2019年４月～６月頃（予定））
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『しが発低炭素ブランド2019』の募集（予定）

公募開始（４月）

公募終了（６月～７月頃）

応募者への訪問ヒアリング（７月～８月頃）

有識者アドバイザー意見の確認（８月～９月頃）

審査会（８月～９月頃）

認定式

びわ湖環境ビジネスメッセ２０１９などでのＰＲ

１ 認定した事業所の製品情報等を県内外に幅広く発信。

（県ＨＰ・ブランドガイドブック。県主催のセミナー。展示会への出展等。）

2   ブランドロゴマークの使用が可能になります。

3   県より認定書（楯）を授与します。

認定のメリット

募集スケジュール
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事業活動を通じた低炭素社会づくりに寄与する取組について定めた「事業者行動計画書」と、その実施状況
を記載した「事業者行動報告書」を提出いただき、それらの内容を県が公表します。

対象事業者の要件

① 前年度の年間エネルギー使用量が原油換算で

1,500kL以上の事業所を県内に有する事業者

② 前年度または前年のエネルギー起源CO2以外の温

室効果ガス排出量がCO2換算で3,000ｔ以上の事業

所を有する従業員21人以上の事業者

本社
エネルギー使用量

1,000kL

工場
メタン排出量

3,500t-CO２

研究所
エネルギー使用量

1,600kL
A社（従業員21人以上）

対象外 対象 対象

提出書類、記載事項、提出時期、公表内容

① 基本的な方針、推進体制、計画期間、過去の
取組

② 前年度の温室効果ガス排出量
③ 低炭素社会づくりのための取組および目標

自社の排出削減の取組、事業活動を通じた他者の排
出削減の取組、その他の取組

事業者行動計画書（計画期間ごとに提出）

① 報告年度の温室効果ガス排出量
② 低炭素社会づくりのための取組の実施
状況

自社の排出削減の取組、事業活動を通じた
他者の排出削減の取組、その他の取組

事業者行動報告書（毎年度提出）提
出
書
類
、
記
載
事
項

提
出
時
期

計画期間初年度の7月末日まで
計画期間中、各年度の翌年度の

7月末日まで

公
表
内
容

上記①および③の内容 上記②の内容

例

概要

応募要件①（事業者行動計画書制度）
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応募要件②（貢献量評価）

＜他者への削減貢献の例＞
・省エネ 創エネ製品やその部品等の製造、

自社従来製品（機器）の高効率化。
（生産段階→使用段階への削減貢献）

・加工しやすい原材料の提供や選択。
（原材料調達→生産、廃棄段階への削減貢献）

・製品の軽量化、簡易包装化
（生産段階→流通、廃棄段階への削減貢献）

原材料
調達

生産 流通 使用
廃棄

ﾘｻｲｸﾙ

製品のライフサイクル全体でのCO2排出量

CO2を
発生

使用先で
はCO2を

削減

・省エネ製品の場合、生産によって自社からの排出量は

増加するものの、家庭等の使用段階においては、より多

くのCO2が削減される場合がある。

・製品のライフサイクル全体でのＣＯ２排出量（貢献量）を

把握することで、企業の事業活動を通じた低炭素社会

への貢献を定量化。

例） エコカーおよびその部品、炭素繊維／省エネ家電・産業
機器／LED照明／太陽光パネルおよびその部品など

社会全体として削減できると考えられるCO2量を見える化
「貢献量評価」

CO2排出量

削減貢献量

対象製品等が
無かった場合を仮定

（あるいは自社の従来
製品と比較）した

CO2排出量

評価対象製品
等のCO2排出量

■ 事業活動を通じた他者への削減貢献
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ＳＴＥＰ１ 評価対象の特定 ＳＴＥＰ２ 貢献シナリオの検討 ＳＴＥＰ３ 関係情報の収集・算定

(１) 評価対象の特定
・貢献量を算出したい製品や

サービスを選択します。

(２) 評価する範囲の設定
・(1)で対象とした製品等が

多岐にわたる場合には、
代表的な機器や、特にPR
したい製品に絞り貢献量を
算定することができます。

(３) 時間軸の設定
・貢献量をする対象年度など

を設定します。

(４) 使用先範囲の設定
・海外で使用されている製品

を含めるか否かなどを設定
します。

・国内の特定地域に限定して
算定することもできます。

(７) 部品・素材の寄与度推定
・最終製品の貢献量のうち、

生産する部品、素材等の
寄与する割合を算出。

(８) 必要データの収集・算定
・評価対象の生産量や性能、

生産時の電気使用量等を把
握し、削減貢献量を算定し
ます。

(５) ベースラインの設定
・比較対象（ベースライン）

を設定します。
・流通する標準的な他者製品

や自社の過去製品と比較す
るのが一般的です。

(６) 評価する活動範囲の設定
・ライフサイクルのどの段階

までの貢献量を算定するか、
範囲を設定します。

基本は以下３要素の掛け算

出展（下段３図）：びわ湖メッセ2014貢献量セミナー資料（工学院大学 稲葉敦教授）

（５）ベースライン （７）寄与度 （８）普及率（販売量）

応募要件②（貢献量の算定方法）
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審査基準（2018年度）

CO2削減効果

①CO2削減効果 、 ②低炭素社会づくりの推進にかかる社内体制、

③先進性 、 ④汎用性・波及性 、 ⑤国際展開の可能性を総合的に評価。

ⅰ） CO2削減貢献量の大きさ
ⅱ） 貢献量算定の過程（貢献シナリオ）の妥当性
ⅲ） 算定結果の妥当性 等

審査基準（予定）

CO2削減効果に加え、先進性・新規性・アイデア等をより重視。

＋

「ＣＯ２大幅削減に向けた技術革新」

先進性（機器効率を上げるための独自技術の搭載等）

新規性（これまでに無い新しい技術やコンセプトであるか等）

アイデア（低炭素社会づくりへの新たなアイデアが見られるか等）

詳細は決定次第、2019年度応募要領等に掲載しますので、ご確認ください。
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応募申請書2018年度版（基礎情報）
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記入例（住宅用断熱材製造メーカー）

応募申請書2018年度版（評価対象項目）
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事業活動を通じて他者の温室効果ガス削減に貢献する取組

※2017年10月時点のものであり社名が変わっている場合や現在は提供されていない製品が

含まれている場合があります。
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・地球温暖化と気候変動の影響は、我々や将来世代の生活を脅かす喫緊の課題。

・低炭素社会づくりを進めていくためには、あらゆる主体が立場を超えて連携し、ライフスタイルや産業

構造、社会基盤の変革（環境・社会・経済の統合的向上）を進めていくことが必要。特に事業者はモノ

づくりやサービスの提供を通じて低炭素社会に貢献していくことが求められる。

・私たちは、かつて県民、事業者、行政が一丸となって琵琶湖の淡水赤潮問題に取り組み、富栄養化

を抑制してきました。今度は、地球温暖化という大きな課題に挑戦し、豊かな環境と暮らしを次世代に

引き継ぐため、一丸となって低炭素社会づくりを推進していきましょう。

現状を上回る対策をとらなかった場合
2.6～4.8℃上昇

様々な対策を積極的にとった場合
0.3～1.7℃上昇

今後の気温上昇の予測 （ＩＰＣＣ）

図表の出典：環境白書（環境省）（平成28年度版）/AORI・NIES・JAMSTEC資料

低炭素社会づくりを推進していくためには･･･
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■ 詳細は滋賀県温暖化対策課ブースまでお越しください。

◎ ブース場所

滋賀県ＴＯＰページ ＞ 県政情報 ＞ 県の概要 ＞ 組織案内 ＞

温暖化対策課 ＞ 貢献量評価に基づく 「しが発低炭素ブランド」

《お問合せ先》

滋賀県 琵琶湖環境部 温暖化対策課（大津市京町四丁目1-1）

TEL：077-528-3493 E-mail：ondan@pref.shiga.lg.jp

『新エネ・省エネゾーン』・『小間番号 Ｊ－１８』

http://www.pref.shiga.lg.jp/d/new-energy/low-carbon/brand.html

■ 滋賀県ＨＰにも掲載しています。



今世紀末の脱炭素化を目指し
滋賀県は『気候変動イニシアティブ』に参加しました。

２０１８年７月

24写真は「気候変動イニシアティブホームページ」より


